
　１．はじめに

　近年、交通混雑問題ばかりではなく、環境問題や

地域のモビリティ確保の問題、そして土地利用の問

題など、さまざまな都市に関わる諸問題を改善する

マネジメント施策として、人々の「自発的な行動変

容」を期待する交通施策モビリティ・マネジメント

（Ｍｏｂｉｌｉｔｙ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ：ＭＭ）の重要性が認識さ

れつつある１，２）。

　さて、ＭＭのためのさまざまな交通施策が考えら

れる中で、双方向のきめ細かなコミュニケーション

を特徴とするＴＦＰ（Ｔｒａｖｅｌ Ｆｅｅｄｂａｃｋ Ｐｒｏｇｒａｍ）２）は、

ここ数年の間にさまざまな地区のさまざまな人々を

対象に実施され、その有効性は理論的な観点３）ばか

りではなく、実務的・実証的にも明らかにされつつ

ある４，５） 。しかし、より効果的にＴＦＰを展開してい

くためには、

�交通行動現況調査に対する被験者の負担のさらな

る軽減

�自動車の代替手段（公共交通、自転車等）に関す

る適切な情報提供方法の検討

�地域の実情に応じ、適切な手法を選択可能とする

ためのＴＦＰ施策の一般化

といったいくつかの実務的な検討課題が残されてい
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　本研究では、ＩＴＳ等の情報技術のＭＭへの活用可能性について検討を行った。中でも特

にモビリティ・マネジメント（ＭＭ）の一手段としてさまざまな地域に適用されてきたトラ

ベル・フィードバック・プログラム（ＴＦＰ）における被験者負担軽減のため、車載ＧＰＳと地

下鉄ＩＣカードというＩＴ機器を援用することの有効性を検証するＴＦＰ実験を行った。実験

の結果、ＩＴ機器を用いたＴＦＰでは車利用が増加する結果となったが、ＧＰＳが十分に普及

した状況では、ＩＴ機器をＭＭに援用することが効果的である可能性も示唆された。
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ることも事実である。

　一方、高度道路交通システム（ＩＴＳ）分野での技術

開発は日進月歩で進められており６，７）、携帯端末で

位置情報を特定できる技術や、プローブカーによる

交通流把握など、さまざまな分野への活用が期待さ

れている８～１０）。こうしたＩＴＳ技術は、上記のような

いくつかの検討課題に対処する上で有用となる可能

性があるものと考えられる。

　そこで本研究では、まずＩＴＳとＭＭとの関連につ

いて包括的に論じ、ＭＭにおいてＩＴＳ技術がどのよ

うに活用可能であるかについて検討を行う。その上

でＩＴＳのＭＭを活用することの意義の一つとして期

待される、上述の「�ＴＦＰ被験者の負担軽減」の問

題に着目し、“ＩＴ（情報）機器”を用いて交通行動デ

ータを取得するＴＦＰの可能性を模索することとし

た。それらの検討ならびに実験をふまえた上で、今

後のＭＭにおけるＩＴＳ技術の活用について論ずるこ

ととする。

　２．ＩＴＳとモビリティ・マネジメント

　交通運輸の分野に情報技術を適用したシステム

（高度道路交通システム：ＩＴＳ）は、Table 1に示す

ようなメニューで構成されており６）、研究開発が

活発に進められているとともに、そのうちのいくつ

かは既に実用化されている（例えばカーナビ、ＥＴＣ

等）。本章では、「ＭＭに活用する」、つまり交通に

対する態度や行動を自発的に変容してもらうために

はどのような技術が必要か、という文脈でＩＴＳに期

待したい事柄について述べることとする。

　２－１　位置情報を特定可能なシステム

　まず、本稿で取り上げるＩＣカードと車載ＧＰＳの

二種のＩＴ機器は、交通や道路管理の効率化のため、

あるいは運転者支援ならびに公共交通利用者の便を

図るために開発された技術であるが、交通行動実態

把握のためにも十分にその用を果たしており、今後

さらなる軽便化と低コスト化が望まれる。この点に

ついては本稿で改めて実験を実施し、その可能性を

模索することとしたい。

　２－２　公共交通の支援

　次に、Table 1の�公共交通の支援において、シ

ームレスで動的な公共交通情報の提供が謳われてい

る７）が、現時点では、バスの運行状況をリアルタイ

ムに表示可能なバスロケーションシステムが注目さ

れている。運行状況の情報は、待ち時間を心安らか

に過ごすため、あるいは公共交通機関を検討する際

に便利な情報であるが、いずれにしても、その情報

を必要としているのは「公共交通を利用すると決め

た人」に限られていると言えよう。それゆえ、「公

共交通を利用するかどうか」の判断に影響を及ぼす

「態度・行動変容に関わる施策」という趣旨からは、

より基本的な情報、例えば路線図や時刻表、運賃、

他路線・他機関へのシームレスな乗り換え情報など

の整備が優先されるべきであると考えられる。

　時刻表、路線図、乗り換え検索を併せたＷＥＢシ

ステムとしては、ボローニャ市交通局のＷＥＢサイ

トが秀逸である１１，１２）。乗り換え検索はバスのみに

限定されているが（ボローニャ市ではバスが主要公

共交通機関である）、美しいデザインとイタリア語が

それほど理解できなくともほしい情報を入手可能と

なっている。

　また、徒歩、バス、電車など多様な交通機関の乗

り換えをシームレスに検索可能なシステムとしては、

英国のＭＭ事例で使用された“Ｊｏｕｒｎｅｙ Ｐｌａｎｎｅｒ”が

挙げられる１３～１５）。このＷＥＢサイトは、実際に英国

の個人対象ＭＭにおいて自動車の代替手段情報を提

供するツールとして使用されている。

　わが国においても、豊田市の「みちナビとよた」は、

交通機関のみならず、観光・食事・宿泊施設なども

含めた総合案内のポータルサイトとして機能してい

る１６）。「みちナビとよた」は市内のみに限定されて

いるが、このような情報提供を広域で実現できれば

行動変容のハードルが低くなることから、効果的な

ＭＭ施策の強力な援軍となることが期待できよう。

　２－３　ＩＴＳをＭＭに活用する際の留意点

　Table 1に記載したＩＴＳの開発分野のメニューは、

交通機関そのものの環境を整備し、改善するという

コンセプトに基づいたものである。これを個々人の

内面に働きかけて行動変容を期待する「ＭＭ」に活

用するに当たっては、情報技術と人間の認知や実際

の行動との間のギャップを可能な限り少なくする努

Ｍａｒｃｈ，２００７ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．３１，Ｎｏ．４ （　　）５９
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Table 1　ＩＴＳの開発分野

� ナビゲーションシステムの高度化：ＶＩＣＳ等によるナビの
高度化等

� 自動料金収受システム：料金所等のノンストップ化等
� 安全運転の支援：ＡＨＳ等による危険警告、自動運転等
� 交通管理の最適化：経路誘導、公共交通優先信号制御等
� 道路管理の効率化：工事情報等の提供、特殊車両管理等
� 公共交通の支援：公共交通の運行状況の提供等
� 商用車の効率化：効率的な配車計画の支援等
� 歩行者等の支援：歩行者に経路･施設案内の情報提供等
� 緊急車両の運行支援：緊急時通報、緊急車両の経路誘導等



力が不可欠である。具体的には、人間と相対する部

分、つまりヒューマン・インターフェイスを洗練さ

せることが不可欠と考えられる。これは、表示部分

（インターフェイス）のデザインを改良することのみ

ならず、コンテンツの取捨選択をも含めて検討すべ

きであろう。先に述べた豊田市の「みちナビとよた」

はまさに「かゆいところに手が届く」多様なコンテ

ンツを表示可能である。しかし一方で、検索可能な

情報が多すぎて、本当に必要な情報を得るまでに時

間がかかる、あるいは検索自体が難しいという難点

をも持ち合わせている。

　また、路線図や時刻表といった公共交通の基本情

報は、ＷＥＢサイトにて公開することが基本となる

と考えられるが、「持ち運び」にも対応できること

が望ましい。例えば駅の交通／観光案内所、モビリ

ティ・センター等で交通情報を気軽に印刷して持ち

運びできることで、公共交通利用のハードルが低く

なるかもしれない。

　さらに、情報技術は我々の生活を刷新する可能性

を持つが、少なくとも当面の間はアクセスしない／

できない人々が一定数存在することから、情報格差

をもたらず可能性もあることは忘れてはならないで

あろう。それゆえ、情報技術の有効性に着目したＭ

Ｍを推進するに当たっては、それとともに、原則と

して全ての人がアクセス可能な媒体で提供できるよ

う、対面（会話）や電話、紙媒体での情報提供という

選択肢を、併せて整備していくことが望ましいと考

えられる。

　３．ＴＦＰにおけるＩＴＳ技術の活用可能性に

　　　ついての実験概要

　以上、ＩＴＳのＭＭへの活用可能性を検討したが、

これらの中でも現時点においてＩＴＳへの期待が大き

い項目の一つに、上述のように、ＴＦＰにおける被

験者負担の軽減という項目が挙げられる。本研究で

は、その可能性を模索するための実証実験を実施す

ることとした。

　本研究でＴＦＰ実施時に活用した情報機器は、車

載ＧＰＳと市営地下鉄のプリペイド型ＩＣカード（運賃

実費は被験者負担）である。これらにより自家用車

と地下鉄の利用データを取得し、そのデータを加工

してオンラインでＷＥＢに表示し、ＰＣや携帯電話か

ら被験者が閲覧できるようなシステムを構築した。

このシステムが機能すれば、自動的に正確な交通行

動データが把握できるため、被験者の負担を最小化

しつつ、より具体的なフィードバックが可能となる

ことが期待できる。なお本実験で使用したＧＰＳ機

器は、ナビゲーションシステムではなく、位置情報

のみを検出する機器であり、その位置情報はＴＦＰ

実施者のみに伝達され、実験参加者はウェブを通じ

てはじめてその位置情報から加工された情報を摂取

することができる機器であった。

　本研究では、このシステムの有効性を把握するた

め、ＧＰＳとＩＣカードを用いたグループ【ＧＰＳ／ＩＣ群】、

従来型の紙のアンケートを用いたグループ【Ｐａｐｅｒ

群】、実験的操作を行わないグループ【制御群】を

設定し、札幌市をフィールドとしたフィールド実験

を行い、それぞれ群間で交通行動と意識の変化を比

較した。それとともに、行動変容に至る心理プロセ

スを社会心理学における理論的な知見を援用しつつ

仮定し、そのプロセスのどの段階にＴＦＰが影響し

ているかを分析することにより、ＩＴ機器を用いた

ＴＦＰの可能性を検討することとした。

　３－１　実験の全体フロー

　実験の全体フローをFig.1に示す。まず、被験者

募集のためのハガキを２００３年１１月～１２月にかけて札

幌市内の特定地域に配布した。地域の選定に当たっ

ては、地下鉄を日常的に利用することが便利とは必

ずしも言えないまでも可能であり、かつ自動車を利

用することが不便な都心部等の地域ではない、とい

う二つの条件を考慮した。これら２条件を考慮する

ことで、日常的に自動車を利用する傾向を持つもの

の、地下鉄への転換も可能である世帯を抽出するこ

とを目指した。この考え方に基づき、札幌市清田区

平岡・北野地区、厚別区大谷地・上野幌地区、西区

宮の沢地区の５箇所を選定した。

　ここでハガキを返信し、実験への参加に了承の意
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Fig. 1　全体フロー



を表明した９０名の被験者を、性別、募集時期（全３

回）、そして居住地区が群間でできるだけ均等となる

ように配慮しつつ三つのグループに無作為に割り付

けた。しかしながら、「ＧＰＳをつけるか否か」につい

ては被験者の許可が必要であったため、ＧＰＳ／ＩＣ

群の参加者はＧＰＳをつけることを了承している一

方で、それ以外の群の参加者は必ずしもＧＰＳをつ

けることを了承していない、という相違があり、結

果解釈においてはその点を考慮する必要がある。

　２００４年１月中旬、すべてのグループに後述する

［アンケート１調査票］を送付し回答を要請した。そ

の後、ＧＰＳ／ＩＣ群には電話で個別にアポイントを

取り、自家用車にＧＰＳを取り付ける作業を行った。

　２月から３月にかけて、それぞれの群に対して以

下のようなコミュニケーションを図った。

【制御群】接触なし。

【Ｐａｐｅｒ群】以下の五つのアイテムを挿入した封筒

を、３月上旬に郵送する。

・自動車が環境・健康などにもたらす客観的影響の

情報パンフレット

・［アンケート１］の結果をまとめた「診断カルテ」

・行動プランの策定を依頼する「行動プラン票」

・路線バスの利用方法、時刻表をまとめた「バス利

用シート」

・札幌市営交通、中央バス、ＪＲバスの「路線図」

【ＧＰＳ／ＩＣ群】Ｐａｐｅｒ群に対するコミュニケーショ

ンと基本的に同様だが、以下の二点のみが異なるコ

ミュニケーションを実施する。

�自家用車へのＧＰＳ搭載を要請し、日々の自家用

車利用状況を把握するとともに、札幌市営地下鉄

ＩＣカードを貸与し、地下鉄利用状況もまた把握

する。そして、得られた情報に基づいて日々、な

らびに毎週の交通行動に関する情報、すなわち、

①自動車と地下鉄の利用距離、②自動車と地下鉄

の交通手段別ＣＯ２排出量をＷＥＢに表示し、それ

を実験期間中（２月１日から２月末日まで）閲覧

することを要請する。

�Ｐａｐｅｒ群の「診断カルテ」の代わりに、上記ＧＰＳ

とＩＣカードにより得られた情報を集計したシー

トを作成する。そしてそれを「２月診断カルテ」

と称し、Ｐａｐｅｒ群に配布したものと同様のものを

３月上旬に郵送する際に、同封する。

　つまり、Ｐａｐｅｒ群は従来型の紙を用いてコミュニ

ケーションを図るＴＦＰを実施するグループである

一方、ＧＰＳ／ＩＣ群は従来型のＴＦＰにおいて実施す

るコミュニケーションに加えて、ＩＴ機器を活用た

コミュニケーションを追加的に実施するグループで

ある。

　そして４月上旬、全ての被験者に［アンケート１］

と同じ内容の［アンケート２］を送付し、回答を要

請し、実験を終了した。

　３－２　アンケートの設計

　本実験では、［アンケート１（ｗａｖｅ １）］［アンケ

ート２（ｗａｖｅ ２）］で同一の測定指標を用いて実験前

後の効果の測定を行った。測定指標は、交通に関する

意識（心理指標）に関するものと実際の交通行動（行

動指標）に関するものとの二つに大別できる。それ

ぞれの尺度は、既に過去の複数のＴＦＰ実験等で用

いられたもの３）を、妥当性と信頼性に問題はないと

判断し、使用した。詳細をTable 2に示す。

　４．実験結果

　前章で述べた指標について、データ集計・分析し

た結果を以下に述べる。配布は各グループ３０名、計

９０名で、［アンケート１］［アンケート２］ともに

回収できたのは、ＧＰＳ／ＩＣ群２６名（８７％）、Ｐａｐｅｒ群

２４名（８０％）、制御群２１名（７０％）であった。

　４－１　心理尺度の信頼性

　各心理指標の信頼性係数（複数の尺度で同一の心

理指標を信頼性高く測定しているか否かを判定する
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Table 2　測定した指標の定義と測定の際にアンケート票で使
用した尺度

【心理指標】各尺度の詳細は既存研究３）と同様に、５件法（５段
階のスケールのうち、一つを選択してもらう方法）による複数の
尺度を用いて測定
■行動意図（自動車利用の抑制をしようという意図の強度）
・「クルマでの移動を控えてみよう」と少しでも思いますか？
・「できるだけクルマ利用を控えよう」という気持ちはあります
か？
・「できるだけクルマ利用を控えよう」と思いますか？
・「できるだけ公共交通で移動してみよう」と少しでも思います
か？
■意思決定コミットメント（自動車利用の抑制行動を行おうと努
力している具体的な程度：「実行意図」の代理指標）
・あなたは、車利用を控えるためには、どうしたらいいか考える
ことは多いですか？
・あなたは「できるだけクルマ利用を控えるための工夫」をして
いますか？
・「できるだけクルマ利用を控えよう」と努力していますか？
■環境配慮交通行動（自動車利用の抑制行動をどの程度行ってい
るかについての自己報告値）
・あなたはどのくらいクルマ利用を控えていますか？
・あなたは実際にクルマ利用を控えていますか？

【交通行動の指標】下記２項目の過去１か月あるいは１週間の交
通行動を概算で記入してもらう
・公共交通利用頻度（回／週）
・クルマ走行距離（km／月）



ための統計量）３）については、全ての項目で０．８以上

となっており、十分な信頼性があると判断した。こ

れ以降の分析では各尺度を足し合わせ、平均をとっ

た値を用いることとする。

　４－２　　交通行動について

　Table 3に、各群ごとの指標の平均値とともに、

［アンケート１（ｗａｖｅ １）］と［アンケート２（ｗａｖｅ ２）］の

段階間の検定結果、そして［アンケート２］と［ア

ンケート１］との間の差違についての群間の差違の

検定を行った結果を示す。ｗａｖｅ ２ －ｗａｖｅ １の差の

群間ｔ検定結果（Table 3）より、クルマ走行距離に

ついては、ＧＰＳ／ＩＣ群の方がＰａｐｅｒ群、ならびに

制御群よりも有意に大きく増加したことが示された。

また公共交通利用頻度については、Ｐａｐｅｒ群のＴＦＰ

前後の変化の方が制御群のそれよりも有意に大きい

ことが示された。

　ここで、Fig.2、Fig.3に、事前から事後にかけて

のクルマ走行距離（ｋｍ／月）と公共交通利用頻度

（トリップ／日）の変化をグラフ化したものを示す。

自動車利用については、Ｐａｐｅｒ群、制御群が減少し

た一方、ＧＰＳ／ＩＣ群が増加している。また、Ｐａｐｅｒ

群の方が制御群の自動車利用削減率よりも大きく、

その差異は「相対比」で１２％であった。相対比とは、

両ｗａｖｅにおける制御群の水準を１としてそれぞれ

基準化した上で、ＧＰＳ／ＩＣ群とＰａｐｅｒ群との増加

率を求め、その上で求めたそれら増加率の比を意味

する。

　一方、公共交通利用については、ＧＰＳ／ＩＣ群、

制御群が大きく減少した一方で、Ｐａｐｅｒ群の減少は

微小なものにとどまっている。すなわち、季節変動

等の効果により公共交通利用が減少していたところ

を、従来型のＴＦＰを実施することでその減少をく

いとめたという効果があったことを意味している。

その効果は、制御群との相対比で７２％の増進という

ものであった。

　なお、制御群の交通行動指標が大きく変動してい

ることについては、おそらく積雪の有無等による季

節変動が影響しているものと考えられる。

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．３１，Ｎｏ．４ 平成１９年３月（　　）６２

谷口綾子、藤井　聡３３４

群間のｔ検定（ｗａｖｅ２－ｗａｖｅ１）平均値と段階間のｔ検定

ＧＰＳ/ＩＣ ｖｓ．
制御

Ｐａｐｅｒ ｖｓ．
制御

ＧＰＳ/ＩＣ ｖｓ．
Ｐａｐｅｒ制御群Ｐａｐｅｒ群ＧＰＳ／ＩＣ群

ｔ値ｔ値ｔ値ｔ値
平均値

ｔ値
平均値

ｔ値
平均値

ｗａｖｅ２ｗａｖｅ１ｗａｖｅ２ｗａｖｅ１ｗａｖｅ２ｗａｖｅ１

０．９４　１．９７＊＊-１．５１　-０．７７　０．７４１．３２-２．５６＊＊０．８１０．８４-０．３５　０．６３０．９８公共交通　合計（ｔｒｉｐ／日）行
動 ２．３８＊＊-０．７９　２．０３＊＊１．５２　３８６．５０４９２．５０１．５７　５６１．８３８１１．４８-１．９２＊　５４２．４５４４５．９１クルマ走行距離（ｋｍ／月）

１．３７　２．００＊＊-１．０２　０．５１　２．４９２．５４-２．０２＊　２．９３２．５１-１．４２　２．７５２．５７行動意図
心
理 ２．０３＊＊０．７６　０．９７　０．４１　２．５７２．６２-０．６５　２．７３２．５９-２．２９＊＊２．８２２．４２意思決定コミットメント

０．９８　１．３８　-０．３１　１．０６　２．４５２．６０-０．９９　２．８３２．６０-０．５９　２．７３２．６０行動自己報告値

Table 3　平均値・段階間ｔ検定・群間ｔ検定結果

注）＊：有意傾向（．０５＜ｐ＜．１）、＊＊：危険率５％で有意、＊＊＊：危険率１％で有意。

1.00

1.22

0.78

0.69

GPS/IC群 制御群 Paper群 
Paper群変化率 制御群変化率 GPS/IC群変化率 

wave 1 wave 2
0 0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

100

200

300

400

500

600

700

800

900

ク
ル
マ
走
行
距
離（
km
） 

w
av
e 
1を
1と
し
た
変
化
率
 

Fig. 2　クルマ走行距離の変化
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Fig. 3　公共交通利用頻度の変化



　以上の結果は、次のように解釈できる。

�紙を利用した従来型ＴＦＰ（Ｐａｐｅｒ群）によって、

公共交通利用を有意に増加させる効果があった。

その効果は、制御群との相対比で約７割増であっ

た。自動車利用については、統計的には有意な水

準には届かなかったものの、制御群との相対比で

１割強の減少効果も見られた。

�ＧＰＳ＋ＩＣカードを利用したＴＦＰ（ＧＰＳ／ＩＣ群）

によって、かえって自動車利用を増加させてしま

う効果があった。

　ここで、�の結果（交通行動の変化）については、

従来の実証結果を追認するものと言える。一方�の

結果が得られた理由については、心理要因と行動と

の関連を分析することで、間接的にその理由を推察

することが可能となるものと期待できる。この点に

ついては、後に心理プロセス分析の結果を論ずる際

に述べることとしたい。

　４－３　心理指標について

　まず、意思決定コミットメント（自動車利用の抑

制行動を行おうと努力している具体的な程度、「実

行意図」の代理指標）については、ＧＰＳ／ＩＣ群も

Ｐａｐｅｒ群も制御群に比べて上昇しているものの、Ｇ

ＰＳ／ＩＣ群における制御群に対しての相対的な上昇

傾向は、５％の有意水準に届いていることが示され

ている（Table 3の群間の検定の列を参照）。また、

行動意図（自動車利用の抑制をしようという意図の

強度）についても同様に、ＧＰＳ／ＩＣ群もＰａｐｅｒ群も

制御群に比べて上昇していることが示されている。

ただし、意思決定コミットメントとは逆に、行動意

図については制御群に比した相対的な上昇傾向は、

Ｐａｐｅｒ群においてのみ５％の有意水準に届いている

ことが示されている。

　５．心理プロセス分析

　次に、自動車利用から公共交通利用への行動変容

に至るまでの心理プロセスに着目する。本章では、

本研究で行ったモビリティ・マネジメントの一施策

“ＴＦＰ”が、この心理プロセスのどの部分に、どの

程度影響していたのかを把握するため、社会心理学

の諸理論（参考文献３）参照）を援用した心理プロセ

スモデルを仮定し、分析を行うこととする。

　５－１　モデルの概要

　本研究で仮定した心理プロセスモデルは、態度理

論１７）で規定される行動意図と行動の因果関係の間

に、実行意図１８）を挿入するものである。これが意

味するところは、以下のとおりとされている。

　自動車利用の抑制、あるいは公共交通利用の増進

といった「行動変容」が生じるためには、「自動車

を抑制しよう」あるいは「公共交通を使おう」とす

る行動意図が形成されることが必要条件である。し

かしながら、行動意図が形成されたとしても、行動

変容は必ずしも生じない。例えば新規バス路線の利

用意図を問う調査と開通後の実際の利用客数には、

しばしば乖離があることなどが実証的に知られてい

る１９）し、日常的には、ダイエットや禁煙などの「意

図」が必ずしも「行動」に結びつかないという体験

からも一般に広く知られている事実である。

　さて、行動意図が形成された上で行動変容が生じ

るためには、行動意図の形成に引き続き、「いつ、

どこで、どのように」といった具体的な行動プラン

を伴った意図が形成されることが必要となる。こう

した具体的な意図は、一般的に「実行意図」と呼ば

れている。つまり、実際の行動変容は、「行動意図

→実行意図→行動」というプロセスを経て生ずるも

のとされている３）。

　本研究では、以上に述べた理論的な因果プロセス

を前提として、Fig.4に示したようなパスダイアグ

ラムを仮定することとした。すなわち、自動車利用

を削減しようとする行動意図が、具体的な行動プラ

ンを伴った上で自動車利用を削減しようと試みる実

行意図に影響を及ぼし、そして、その実行意図が公

共交通の利用を促進し、自動車利用を抑制する効果

を持つものと仮定した。さらに、ＧＰＳ／ＩＣ群と

Ｐａｐｅｒ群の２種類のＴＦＰが、いずれの要因に影響

しているのかを探索的に分析することとした。

　なお、本研究では、実行意図を事後的に測定する

ための尺度である意思決定コミットメントを実行意

図の代理指標とした３）。また、以下の分析で用い

るＧＰＳ／ＩＣダミーは（ＧＰＳ／ＩＣ群、Ｐａｐｅｒ群、制御
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Fig. 4　本研究で仮定した因果関係



群）＝（１，０，０）、Ｐａｐｅｒダミーは（ＧＰＳ／ＩＣ群、

Ｐａｐｅｒ群、制御群）＝（０，１，０）とするダミー変数で

ある。

　５－２　分析結果

　分析は、ＬＩＳＲＥＬ８．０を用いて、以下のような手

順で行った。まずFig.4に示した心理要因間の因果

パスと同時に、二つのダミー変数から四つの心理・

行動指標へのすべてのパスを仮定して推定計算を行

った結果、二つのダミー変数からの因果パスのうち、

いくつかが有意となり、いくつかが有意とならなか

った。また、公共交通利用頻度とクルマ利用距離の

間の誤差相関が有意に負の相関が存在していること

も示された。ついては、有意とならなかった因果パ

スを削除し、かつ上記誤差共分散を推定するという

前提で再度、推定計算を行った結果、Table 4に示

す因果関係の係数の検定結果が得られ、公共交通利

用頻度とクルマ利用距離の間の誤差協分散は有意と

なり、モデルの適合度も良好なもの（χ２＝６．８００、

自由度＝８９、ｐ＝０．４４４、ＣＦＩ＝１．０００、ＮＦＩ＝０．９１８、

ＲＭＳＥＡ＝０．０００）となった。ここで、Fig.5に、

Table 4に示した因果関係を図示する。

　Table 4、Fig.5より、Fig.4で仮定した行動変容心

理プロセスモデル「行動意図→実行意図→行動（公

共交通利用頻度、クルマ利用距離）」の因果パスは

すべて有意であることが示された。次に、Ｐａｐｅｒダ

ミーは、行動意図に正の有意な影響を与えているこ

とが示された。またＧＰＳ／ＩＣダミーは、実行意図

に正の有意な影響を与えていることが示されたが、

一方でクルマ利用距離に正の有意な影響を与えてお

り、ＩＴ機器を用いたＴＦＰがクルマ利用距離を有意

に増加させていることが示された。さらに、公共交

通利用頻度とクルマ利用距離に誤差項の共分散が存

在していることが示された。

　これらの結果は、自動車利用から公共交通機関へ

の行動変容においても、行動意図→実行意図→行動

の因果関係が存在する可能性を支持するとともに、

従来型の紙媒体のＴＦＰが、自動車利用を控えよう

という意図（行動意図）に有意な影響を及ぼしてい

ることを示している。さらに、ＩＴ機器を駆使したＧ

ＰＳ／ＩＣ群は行動意図には直接的な影響を及ぼして

いなかったものの、具体的に自動車を減らそうと努

力する／考える傾向（実行意図）に統計的に有意な影

響を及ぼしていることを示唆している。以上の結果

は、紙媒体のＴＦＰの方がＩＴ機器を用いたＴＦＰより

も、心理プロセスのより「深い部分」に影響してい

た可能性を示唆している。

　さらに、ＧＰＳ／ＩＣダミーからクルマ利用距離へ

の有意な因果パスの存在は、ＧＰＳ／ＩＣ群にクルマ

利用を「直接的」に促進させるなんらかの要素があ

ったことを示唆している。Fig.5が示唆するように、

確かにＧＰＳ等を活用したＴＦＰにおいて、少なくと

も実行意図を活性化するという心理学的効果は存在

しており、それによって間接的にクルマ利用を削減

し、公共交通利用を増加させる効果を持っていたこ

とがわかる。しかしながらＧＰＳ等を活用すること

で、「直接的」にクルマ走行距離を増加してしまっ

たのである。

　６．おわりに

　本研究では、ＩＴＳのＭＭへの適用可能性について

検討を行った上で、その適用可能項目の一つと考え

られる、ＴＦＰの効率的実施のためのＩＴＳの活用可

能性を検証するための実験を行った。実験において

は、車載ＧＰＳや地下鉄のＩＣカード、ＷＥＢなどの情

報機器を用いたＴＦＰを従来型のＴＦＰと比較し、そ

の効果を把握することを試みた。その結果、従来よ

り提案されている紙ベースのＴＦＰの有効性を改め

て追認することができた。その効果は、自動車利用

距離が制御群との相対比にして１２％削減し、公共交

通利用頻度が制御群との相対比にして７２％増進とい
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ｐｔｐａｒａｍｅｔｅｒ独立変数従属変数

．０３１-１．８９-７１．４３実行意図←クルマ走行距離

．０１３２．２７１．０４実行意図←公共交通頻度

＜．００１５．７２０．６２行動意図←実行意図

．００２２．８９１８４．１２ＧＰＳ/ＩＣ群Ｄ←クルマ走行距離

．０１０２．３８０．３８ＧＰＳ/ＩＣ群Ｄ←実行意図

．０１７２．１５０．３３Ｐａｐｅｒ群Ｄ←行動意図

．０１０-２．３６-２６７．３８クルマ走行距離cov.公共交通頻度

注）ｃｏｖ．：誤差共分散。

Table 4　因果関係の係数の検定結果

行動意図 
実行意図 

意思決定コミットメント 

公共交通 
利用頻度 

クルマ 
走行距離 

GPS/IC 
D

Paper  
D

有意であった因果仮説（係数符号＋） 
有意であった因果仮説（係数符号－） 
誤差項の共分散 

Fig. 5　行動変容プロセスモデルの推定結果



うものであった。そしてさらに、ＧＰＳとＩＣカード

を用いることでも、自動車利用を控えようという方

向に、人々の「意識」が変容する傾向が統計的に確

認された。

　また、心理プロセス分析により、「行動意図→実

行意図→行動」という従来の理論において想定され

てきた因果関係が、改めて本研究においても追認さ

れた。それと同時に、ＩＴ機器を用いたＴＦＰは実行

意図に、そして紙媒体ＴＦＰは実行意図の先行要因

である行動意図に、それぞれ有意に正の影響を及ぼ

していることも示された。ただし、自動車利用距離

に関しては、ＧＰＳとＩＣカードを用いたＴＦＰにおい

て、当初の予想に反して「増加する」という結果が

示された。また心理プロセス分析より、その増加は

自動車利用距離に対する「直接的な効果」によって

もたらされていることも示された。こうした結果が

得られた原因については、本研究で得たデータだけ

では十分に確定することは難しいものの、一つの可

能な理由は「今回のＧＰＳ／ＩＣ群の被験者は、実験期

間以前にはＧＰＳ機器を自動車に装着しておらず、

今回の実験ではじめてＧＰＳ機器をつけた」という事

実に求められるかもしれない。新しい家電製品や製

品を買った時など、少々“非日常的”に利用したく

なる心理は想像に難くない。１月の実験期間中、Ｇ

ＰＳ機器という「目新しい機器」が自動車に搭載され

ていたという心理的効果のために、自動車利用頻度

が直接的に増進してしまった可能性が考えられる。

　ただし第３章にて実験概要を述べたおりに指摘し

たように、ＧＰＳ／ＩＣ群の被験者はＧＰＳを搭載する

ことを了承した人々である一方で、それ以外の群の

被験者は必ずしもそれを了承した被験者ではない、

というサンプルの相違の問題があることから、本実

験で見出されたＧＰＳ／ＩＣ群とＰａｐｅｒ群の間の実験

結果の相違がそうしたサンプル属性の相違によって

もたらされた、という可能性を排除することはでき

ない、という点には留意すべきである。しかしなが

ら、「ＧＰＳを搭載する」個人ほど、「意識を変えて

も、行動を変えにくくなる」という傾向が存在する

ことを積極的に支持する理論的理由（ならびに常識

的な理由）は、少なくとも筆者らには思い当たらな

い。この点についてはさらなる実験を重ねることが

必要であることは論をまたないとしても、「ＧＰＳを

搭載することの心的効果」が明確に存在するとは断

定できない以上、先に述べたような「機器に対する

目新しさ」によって情報機器を用いたＴＦＰの効果が

態度変容のみに限定的なものとなったという“可能

性”が存在していることもまた、否定しがたいもの

と考えられる。

　いずれにしても、行動の変化は意識の変化に導か

れるものであり、かつＧＰＳを活用したＴＦＰによっ

ても意識の変容が統計的に確認されたことを勘案す

るなら、「機器に対する目新しさ」等の、当初実験

予期していなかった効果を排除できるのなら、従来

のＴＦＰと同様に、人々の行動変容を導きうる可能

性が存在することは、本実験から（実証されたとは

言えずとも、少なくとも）示唆されたということは

本研究の結論として言うことができるであろう。

　その点をふまえるなら、例えばＧＰＳ付カーナビ

の普及率が上がり、誰もがＧＰＳを自動車に搭載し

ている状況が訪れるなら、その時には本研究の統計

分析が実証的に示唆しているように、ＧＰＳを活用

したＴＦＰによって、より厳しい予算制約のもとで

も多数の人々の自動車利用の削減を期待することが

できる可能性があると言って差し支えないであろう。

　ただしそれと同時に、本研究では、従来型のＴＦ

Ｐの方が、より“深いレベル”で意識の変容をもた

らしていたという統計結果も得られている点もまた、

忘れてはならないであろう。この結果は、　ＩＴ技術

のＴＦＰへの活用を模索するに当たって重要な意味

を持つものと解釈するものとも考えられる。なぜな

ら、この結果は「ＴＦＰは無機的な一技術というより

もむしろ、“人と人とのコミュニケーション”を基

本とする交通施策である」という、ＭＭの本質論を、

改めて我々に思い起こさせるものと解釈可能だから

である。それを考えた時、無機質ではない、適切な

コミュニケーションを志すことこそが、ＭＭを成功

に導く重要な条件であるという点２）を、ＩＴ技術をＭ

Ｍに援用する局面においてはより一層強く認識して

おく必要がある、ということを本実験のデータが暗

示しているのかもしれない。

［謝辞］本研究で実施したＴＦＰは、国土交通省交通

政策研究所の全面的協力を得て実施したものである。

実験に不可欠なＧＰＳとＩＣカードを用いた情報収集・

提供システムの構築をはじめ、実験遂行にご尽力い

ただいた交通政策研究所の関係各位に謝意を表する。
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